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序     文 
 

本プロジェクトは、2005 年より本プロジェクト対象地域にて行われた事前評価調査「先住民族
生活改善支援基礎調査」の結果に基づき、先住民族の多い地域でかつ乳幼児死亡の多いケツァル

テナンゴ県内の 6市において乳幼児死亡の減少と乳幼児保健サービスのケアの改善をめざし、2005
年 10月に技術協力「ケツァルテナンゴ県こどもの健康改善プロジェクト」として開始されました。
主な成果として、主に県レベルの 1次・2次保健医療機関における人口調査をベースとした地区診
断、管轄地区内のハイリスク児の把握と家庭訪問や、乳幼児死亡分析を通じた保健医療スタッフ

の乳幼児健診の知識・技術の向上、更に、保健ボランティア・薬草ボランティアの育成と地域で

の保健活動を育成しサポートすることにより、地域住民への保健医療施設へのアクセスの向上を

めざしました。プロジェクト後半においては、プロジェクト前半の活動を継続しつつ、3次医療機
関を中核としたレファラルや、カウンターレファラル機能の促進、低体重児の予防とフォローア

ップに焦点をあてた活動を行いました。 

本プロジェクトは 2009年 9月にて活動を終了する予定です。これまでの活動の成果並びに協力
内容の評価をグアテマラ共和国側と共同で実施するため、2009年 7月 18日から同年 8月 5日まで、
国際協力専門員（人間開発部課題アドバイザー）である花田恭を団長とする終了時評価調査団を

派遣しました。 

本報告書は、同調査団が実施した調査及び協議結果を取りまとめたものです。ここに、本調査

にあたりましてご協力を賜りました関係各位に深甚なる謝意を表しますとともに、引き続きご指

導、ご協力いただけますようお願い申し上げます。 

 

 平成 21年 8月 
 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 西脇 英隆 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：グアテマラ共和国 案件名：ケツァルテナンゴ県こどもの健康プロジ
ェクト 

分野：保健医療－母子保健・リプロダクティ
ブヘルス 

援助形態：技術協力プロジェクト 

所管部署：人間開発部 協力金額：総額1億9,470万5,000円（予定） 

先方関係機関：グアテマラ厚生省（MSPAS）、ケ
ツァルテナンゴ県保健事務所 

協力期間 2005年10月1日 
～2009年9月30日 

日本側協力期間：特になし 

１．協力の背景と概要 

グアテマラ共和国（以下、「グアテマラ」と記す）は、他の中米諸国と比較しても母子保健分
野の諸指標が悪く、乳児死亡率（Infant Mortality Rate：IMR）が35（出生1,000対）、妊産婦死亡
比（Maternal Mortality Ratio：MMR）が240（出生10万対）となっている（『世界人口白書 2005』）。
グアテマラ厚生省（Ministerio de Salud Pública y Asistencia Social de Guatemala：MSPAS）は「地
方分権化及び国家レベルでの保健体制の整備」を目標のひとつとし、特に地方村落部における
保健医療サービスの拡充に注力してきた。 
グアテマラ西部高原地域に位置するケツァルテナンゴ県北部は、標高2,300～2,700mの山岳地

帯に広がり、住民の80％はマム語あるいはキチェ語を話す先住民族である。住民の健康上の大
きな問題のひとつとして高い乳幼児死亡率があり、特に呼吸器感染症、下痢症による死亡がそ
の過半数を占めている。MSPAS管轄の保健センター（Centro de Salud：CS）、保健ポスト（Puesto 
de Salud：PS）の医療スタッフが地域医療に果たす役割は重大であり、現状改善の重要な鍵を握
っている。また、住民の基本的な保健知識、衛生観念の欠如が軽微な症状を悪化させてしまう
事例が多く、家庭内ケアの重要性も指摘されている。 
このような背景の下、MSPASは2004年にわが国に対して、子どもの健康改善に関する協力を

要請した。この要請に基づき、わが国はMSPAS、ケツァルテナンゴ県保健事務所をカウンター
パート（Counterpart：C/P）機関として、公的保健医療サービスの質の向上及び家庭内ケアの質
の向上を通して、呼吸器感染症や下痢症による乳幼児死亡率を減少させることを目的に、同県
北部を対象地域として、2005年10月より4年間の予定で、技術協力プロジェクト「こどもの健康
プロジェクト」を実施している。 
 
２．協力内容 

（1）上位目標 
ケツァルテナンゴ県保健地域内のプロジェクト対象地域において乳幼児の死亡が減少す

る。 
 
（2）プロジェクト目標 

ケツァルテナンゴ県保健地域内のプロジェクト対象地域において乳幼児が呼吸器感染症
や下痢症で重症に陥らない。 

 
 



 

（3）成 果 
1）1歳未満の乳幼児が呼吸器感染症や下痢症による重症に陥る前に関し保健医療従事者に
より質の高いケアが提供される。 

2）乳幼児の呼吸器感染症や下痢症に対するケアに関して親の知識の向上が図られる。 
3）質の高い保健医療サービスの提供や母親の知識向上に関する県保健事務所の計画、運営、
モニタリング機能が強化される。 

4）プロジェクト地域におけるレファラルシステムが改善される。 
5）妊娠時母体及びその出生児の体重チェックを通じて低出生体重児の予防（栄養改善）と
低出生体重児のフォローアップが強化される。 

 
（4）投 入 

1）日本側 
長期専門家派遣（4名） 
短期専門家派遣（8名） 
スタッフに対する研修（月例講習会、短期専門家講習、第三国専門家招聘等） 
機材供与（事務機器、活動用車両、バイク、医療機器等） 
研修員受入、第三国・広域研修、第三国専門家招聘 

2）グアテマラ側 
C/Pの配置（MSPAS、県保健事務所） 
プロジェクト事務所の提供（県保健事務所内） 
保健スタッフ、検査技師の増員 
新しいPSの開設 
プロジェクト事務所スタッフの雇用 
ローカルコスト負担の予算措置（車両の維持管理、燃料、活動費用等） 

２．評価調査団の概要 

調査者 団長/総括 花田 恭 JICA 国際協力専門員 
評価計画 石田 祐子 JICA 人間開発部 母子保健課 ジュニア専門員 
評価分析 小林 美紀 特定非営利活動法人 HANDS 
通 訳 橋本 みどり 個人通訳 

調査期間 2009年7月20日（月）～8月5日（水） 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

１．実績の確認 

（1）上位目標の達成状況 
目標値（対象6市の乳幼児死亡数が25％減少する）を大幅に超える達成率（52％減少）と

なっており、本プロジェクトは、通常プロジェクト終了3年後にめざす上位目標が既に達成
されている特異なケースであるといえるが、乳幼児死亡数は社会・経済状況、人口動態、
乳幼児の総数の変化等多くの外部要因が関係しており、この達成状況が100％プロジェクト
活動によるものであるとの断定は難しい。しかし、6市での乳幼児健診の実施件数、1ヵ月
以上1歳未満の受診者数（ともに成果1）等の指標が目標を大幅に上回る達成率となってお
り、本プロジェクトが貢献した可能性は高いと判断できる。ケツァルテナンゴ県保健地域
内のプロジェクト対象地以外の地域でも減少しており、可能性のある外部要因として、経
済状況の好転による県民の生活状況全般の改善が考えられる。 



 

（2）プロジェクト目標の達成状況 
目標値（対象6市の乳児死亡数が25％減少する）を大幅に上回る達成率となっているが、

上記（1）で既述のとおり、乳児死亡数は社会、経済状況、人口動態、乳児の総数の変化等
多くの外部要因が関係しており、この達成状況が100％プロジェクト活動の結果によるもの
であるとの断定は難しい。県内の他の地域でも減少しており、乳児死亡数の減少には、プ
ロジェクトの活動以外の要因も介在していると推定される。可能性のある外部要因として
は、上記（1）で既述のとおり。 

 
（3）成果の達成状況 
＜成果1＞1歳未満の乳幼児が呼吸器感染症や下痢症による重症に陥る前に関し保健医療従

事者により質の高いケアが提供される。 
生後28日以上1歳未満の受診者数、乳幼児健診の件数ともプロジェクト対象地域内で

指標の目標値（1ヵ月以上1歳未満の受診者数がプロジェクト前に比べ2倍に増加、保健
医療施設に来院する乳幼児の健診が毎年25％ずつ増加）を大幅に上回る増加率を達成し
ており、乳幼児へのケアの質の改善に伴い、保健医療施設を利用する件数が大幅に増加
したと考えられる。 
保健医療従事者の知識向上のための研修はプロジェクト開始当初から多彩な内容で

実施され、医療従事者1人当たりの年間研修参加日数が指標の目標値（延べ回数が年間
20回）を上回る20日以上となっている。 
上記から判断し、本成果はほぼ達成されていると判断される。 

 
＜成果2＞乳幼児の呼吸器感染症や下痢症に対するケアに関して親の知識の向上が図られ

る。 
母親に対する健康教育のため、「5つの基本ケア」の教材が作成され、保健医療従事者

等に広く使用されている。保健医療従事者の観察によると、同教材に基づく乳幼児の健
康維持、病気になったときの対応に進歩がみられる。 
母親に正しい知識を伝えるため、健康教育やピア活動を行う保健ボランティア、薬草

に関する正しい知識を伝える薬草ボランティアが育成された。薬草ボランティアに対し
ては継続的に月例研修が行われ、一定数のボランティアが育成され、活動も継続的に行
われている。保健ボランティアについては、各地域で様々な育成方法がとられたが、養
成されたボランティア（無給）が別の有給のプログラムに移ること等があり、多くの市
で十分な成果が得られなかった。2008年からはピアリーダー養成手法により、保健ボラ
ンティア育成強化が図られたが、同養成手法による婦人の会の結成等は今後の課題であ
る。 

 
＜成果3＞質の高い保健医療サービスの提供や母親の知識向上に関する県保健事務所の計

画、運営、モニタリング機能が強化される。 
県保健事務所による活動のモニタリングについては、人材不足、組織能力の不足によ

り、十分な成果が得られておらず、今後方法の改善が求められる。 
教材の作成・確定については「5つの基本ケア」「8つの薬草」等の地域住民向けの健

康教育教材、研修センターで使用するための医療従事者向けの15のテーマ別教材等が作
成、使用されており、質・量ともに十分な教材が作成されたといえる。マニュアル、又
はガイドライン作成に関しても、MSPASの診断治療基準から再構成した小児科教材、ハ



 

ンドブック小児科版が作成され、プロジェクト対象地域内で使用されており、成果があ
がっている。 

 
＜成果4＞プロジェクト地域におけるレファラルシステムが改善される。 

病院紹介例のうち、成功例（重症生存例）と死亡例全例について病院、保健施設合同
の症例検討会が実施されており、既に保健医療従事者側に病院に対する信頼感が醸成さ
れつつある等の効果がみられる。症例検討会に係る活動は短期間であったものの、成果
が達成されつつある。 

 
＜成果5＞妊娠時母体及びその出生児の体重チェックを通じて低出生体重児の予防（栄養

改善）と低出生体重児のフォローアップが強化される。 
妊婦体重及びその乳児体重を母子記録簿に転記し、双方の体重変化をレトロスペクテ

ィブに分析する解析調査が行われている。そのうち、記録が存在し、低体重児の疑いが
ある80例に関する調査が行われた。調査で発見された低体重児（2,500g以下）のフォロ
ーアップについては、終了時評価時点で活動を開始したところである。 

 
２．評価結果の要約 

（1）妥当性 
2008年1月に発足した現政権では、保健医療政策は国の優先課題として位置づけられ、そ

の取り組みが強化された。2004～2008年の国家保健計画でも、保健セクターの優先課題と
してMMR、乳幼児死亡率の減少があげられており、本プロジェクトの目標、内容、ターゲ
ットは終了時評価時点でもグアテマラの国家政策、保健政策との整合性が高く、妥当性は
高いといえる。 

 
（2）有効性 

プロジェクト目標の指標である「乳児死亡数（6市の生後28日以上1歳未満児の総数）が
プロジェクト終了時までに25％減少する」を大幅に上回る達成率となっており、有効性は
高いといえる。しかし、プロジェクト対象でない地域でも、IMRに関して同程度の改善率
が達成されている。よって、プロジェクト対象地域でのIMR改善が、100％プロジェクトの
成果によるものであるとの断定は困難である。可能性のある外部要因としては、経済状況
の好転による県民の生活状況全般の改善、特に2008年6月のカブリカン方面への舗装道路が
開通し、ケツァルテナンゴ市の病院へのアクセスが向上したこと等が考えられる。また、5
つの成果のうち、プロジェクト開始時より活動が実施されている成果1、2の達成度が比較
的高く、よってプロジェクト目標の達成に貢献した可能性も高いといえる。成果3は解決す
べき課題が多く達成状況は低い。成果4、5についてはプロジェクト終盤になって活動が開
始されたため、プロジェクト目標の達成への貢献は限定的であった。 

 
（3）効率性 

専門家の投入は派遣人数、専門性、派遣期間の点でいずれも適切に配置され、技術的・
専門的観点からも効率性が確保されていた。 
様々な研修を通じてトレーニングされた医療従事者の数は相当数にのぼる。また、研修

機会が極めて限られている准看護師、技師も対象としたことで、CS、PSの日常業務の質の
向上に著しい成果があがった。これらの研修プログラムの結果、乳幼児死亡を減らそうと



 

する現場の保健医療従事者の意識の変化があり、乳幼児健診の実施と成長のモニタリング、
「5つの基本ケア」等の教材を用いた母親教育等、初歩的な技術、知識は著しく向上した。 
供与機材については、各CSに供与された臨床検査機材は、活用されているものの、乳幼

児のためにはほとんど利用されていない。西部高原地域病院（Hospital Regional de 
Occidente：HRO）に供与された医療機材については、供与されたものから順次活用されて
いる。 
作成された教材に関しては、「5つの基本ケア」「8つの薬草」教材が保健医療従事者、ボ

ランティアに広く使用され、効率性が高かったと考えられる。研修センター向けに作成さ
れた教材については、プロジェクト対象地域の現場での活用は進みつつある。 
以上により本プロジェクトの効率性は高いと判断できる。 

 
（4）インパクト 

プロジェクト目標、上位目標とも指標の目標値を大幅に上回る達成率となっており、プ
ロジェクト以外の要因が影響している可能性は高いものの、達成状況は高い。 
対象6市の保健医療施設では、プロジェクト開始以前は地域の母親から保健医療施設に対

する信頼がなく、これらの施設を利用しない傾向があったが、プロジェクトの活動により、
保健医療従事者に行動変容が起こり、地域住民の保健医療施設に対する信頼が醸成された。 
「5つの基本ケア」の青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteer：JOCV）によ

る広域研修の開催、2009年5～6月にかけてのグアテマラでの新型インフルエンザ発生時、
日本人専門家によるインフルエンザの地域住民向けのビデオ教材が作成される等、正のイ
ンパクトもみられる。 

 
（5）自立発展性 

組織・運営面、財政面では課題が残る。C/Pは移転された技術、知識を生かしてプロジェ
クトによる活動を継続する意思はあるが、県保健事務所にプロジェクト活動を運営できる
マネージャーレベルの担当者を配置することが、MSPASがコミットすべき事項となってい
る。財政面は、県保健事務所は予算不足の状況にあり、プロジェクト終了後にどの程度予
算が確保できるか現時点では見通しが立っていない。技術面では、移転された技術が6市の
保健医療施設で定着し、特に初歩的なものについてはおおむね適切に使用されているが、
プロジェクトによる研修を受けたスタッフが退職するケースがあり、技術を新しいスタッ
フに伝えていく努力が求められる。 

 
３．結 論 

上位目標、プロジェクト目標、各成果の指標の達成状況から、プロジェクト対象地の乳幼児
の健康状態改善にプロジェクトが与えた影響は大きかったと判断できる。このような成果は、
本プロジェクトにおいてとられた特徴的な技術移転の方法によるものと考えられる。具体的に
は、プロジェクト前半において、対象6市の1次・2次医療施設（PS、CS）の活動に日本人専門家
が積極的にかかわって、住民に最も近いところで活動する保健医療従事者の意識改革を促す手
法がとられ、プロジェクト後半では、レファラルシステムの強化等を通じて、1次・2次医療施
設と3次医療施設である病院との関係改善を促進する等、保健医療ネットワーク強化の課題に取
り組む手法がとられた点である。ケツァルテナンゴ県における乳幼児医療サービスは着実に向
上してきており、乳幼児の健康状態は改善状況にある。 
しかしながら、既述のような成果の達成状況がある一方で、グアテマラ側のオーナーシップ、



 

プロジェクトの自立発展性についてはいまだ解決すべき課題が多い。その原因として、プロジ
ェクト活動の中心である県保健事務所のモニタリング・運営能力強化が十分でなかったこと、
組織・財政面でMSPAS本省レベルとの調整が不十分であったことなどが考えられる。 
 
４．提言・教訓 

 ＜提 言＞ 
○ プロジェクトは残り期間について、引き続きC/Pのオーナーシップを醸成するアプロー
チで活動されたい。 

 
 ＜教 訓＞ 

○ プロジェクト実施によって、家族が危険兆候を発見して子どもを保健医療施設に適時
に連れていく能力と、医療の3つのレベルでのレファラルシステムが強化された。 

○ MSPASはCSを24時間サービスの診療センター（Centro de Atención Permanente：CAPS）
に改善し、出産設備を含む母子センターの設置を進めており、新規医療従事者が大幅に
増加する。プロジェクトでは、3次病院に視聴覚機材を整備した研修室を設置し、病院と
県保健事務所との合同の研修実施チームを編成した。新任研修と継続教育を実施するこ
とで、病院と県保健事務所の連携強化と、プロジェクトの自立発展性に寄与することと
なった。 

○ メキシコの子宮頸ガン検診プロジェクトで作成した教材の形式を採用し、母親教育の
ビンゴゲーム教材を作成し、楽しみながら学べるものとした。 

○ 母親クラブ活動で既存の女性の集会を活用し、効率性を高め自立発展性を確保した。 
○ 小児死亡症例検討会に、重症で回復した成功症例も検討することで意欲を高めた。ま
た、病院と県保健事務所が共催することにより、情報の共有と専門医の参加を得た。病
院と県保健事務所の連携強化になった。 

○ 症例検討会の死因分析で低体重出生児の死亡リスクが高く、妊婦の栄養ケアの必要性
が判明した。このように、プロジェクトでは科学的根拠に基づいて活動を選択し集中す
ることとした。 

○ プエブラ•パナマ•プラン以来、メキシコと中米の連帯強化の動きがあり、プロジェク
トで実施したメキシコでの第三国研修とメキシコからの専門家派遣は、保健分野でこの
動きに貢献した。 

○ プロジェクトでは、メキシコのほかに、ホンジュラス及びパラグアイでも第三国研修
を実施し、効率性を高めた。 

 

 



 

Evaluation Summary 
 

I. Outline of the Project 

Country：Republic of Guatemala Project Title: The Project for Child Health in Department 
of Quetzaltenango 

Sector: Health-Mother and Child 
Health/Reproductive Health 

Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Department in Charge:  
Human Development Department 

Total Cost: 194 million yen (planned) 

Partner Country’s Implementing Organizations: 
Ministry of Public Health and Social Assistance(MSPAS), 
Office of Health Area of Department of Quetzaltenango 

Project Period 1 October 2005  
to 30 September 2009 

Supporting Organization in Japan: N/A 

1． Background of the Project 
The various indicators related to mother and child health of the Republic of Guatemala (hereafter 

referred to as “Guatemala”) are low compared to other Central American countries: the Infant Mortality 
Ratio (IMR) -35 (per 1,000 live births), Maternal Mortality Ratio-240 (per 100,000 live births)《the State 
of World Population 2005》.  The Ministry of Public Health and Social Assistance (MSPAS) of 
Guatemala determines “decentralization and improvement of health sector system at the national level” 
as one of the national goals.  The MSPAS has focused especially on expansion of health service in rural 
areas.   

   The northern part of Department of Quetzaltenango is located in the highlands in the Western part 
of Guatemala.  It is located in mountainous areas of 2300 – 2700m above the sea level.   80% of the 
population belongs to indigenous ethnics who speak Quiché or Mam Language.  One of the most 
serious health problems for the inhabitants is high infant mortality rate, and the majority of the deaths 
are caused by respiratory infection and diarrhea.  The medical staff of the Health Centers (HC) and 
Health Posts (HP) ran by the MSPAS plays important roles in community health and their roles are 
crucial to change current situation.  Condition of children often becomes critical because of the lack of 
basic health knowledge and hygienic consciousness in the inhabitants.  Therefore, the importance of 
domestic care for children is also pointed out.   

   Under this circumstance, the MSPAS submitted the Government of Japan request for assistance in 
improvement of child health in 2004.  Based on this request, the Government of Japan has been 
executing the Technical Cooperation Project, “Project for Child Health” targeting the northern part of 
Department of Quetzaltenango for the period of four years (from October 2005).   The Government of 
Japan determined the MAPAS of Guatemala and Office of Health Area of Department of Quetzaltenango 
(hereafter referred as “Health Area”) as counterpart organizations.  The aim of this project is reduction 
of infant mortality rate by respiratory infection and diarrhea as well as improvement of quality of the 
public health services and domestic care for infants.   

    
2. Project Overview 
(1) Overall Goal 
   Decrease infant mortality rate in the targeting area at Health Area of Quetzaltenango. 



 

(2) Project Purpose 
   The infants in the target area will not develop critical condition due to respiratory infection and 

diarrhea. 
(3) Outputs 
 1) The health providers give quality and warm care to infants under one year old before they indicate 

critical condition with respiratory infection and diarrhea. 
 2) The parents improve their knowledge and practices on the care for infants with respiratory infection 

and diarrhea. 
 3) Health Area’s capacity of planning, administration and monitoring related to provision of high 

quality health services and improvement of mothers’ knowledge is strengthened. 
 4) The function of referral system in the targeting are are is improved. 
 5) Prevention of low weight births (improvement of nutrition) and follow-up for low weight babies are 

reinforced through weight monitoring of pregnant women and their babies.   
 
(4) Inputs 

1) Japan: 
-Long Term Experts: in total 4 
-Short Term Experts: in total 8 
-Training for the health personnel (monthly meetings, trainings by Short Term Experts and 

experts invited from third countries)   
-Provision of equipments (office equipments, vehicle, motor-cycle, medical equipments, etc) 
-Training in Japan and in third countries  

2) Guatemala: 
-Allocation of counterparts at the MSPAS and Health Area of Quetzaltenango 
-Office for the Project at Health Area of Quetzaltenango 
-Increase of the health personnel 
-Construction of new HPs 
-Employment of the staff for the project office 
-Administrative costs (maintenance of vehicle, fuel, costs for local activities, etc) 
 

II. Evaluation Mission 

Members of 
Evaluation 
Mission 

Mission Chief           Dr. Kyo Hanada, Senior Advisor, JICA 
Evaluation Planning     Ms. Yuko Ishida, Associate Expert  

Reproductive Health Division  
Human Development Department, JICA   

Evaluation and analysis  Ms. Miki Kobayashi,  
Nonprofit Organization HANDS 

Interpreter              Ms. Midori Hashimoto  
Period of 
Evaluation 

20 July to 5 August 2009 Type of Evaluation:  Final Evaluation 



 

 
III. Results of Evaluation 

1. Achievement Level 
(1) Achievement of Overall Goal 

Although the objective of verifiable indicator of Overall Goal has been achieved significantly 
exceeding the 25 percent that is the objective, infant mortality rate is affected by many external 
factors such as socioeconomic situation, the movement of population, and the total number of 
infants.  Therefore, it is difficult to conclude that this achievement is 100% due to projects 
activities.  However, since the indicators such as the number of well-baby visits and that of 
consultations (the both belong to Output 1) have completed exceeding the objective, it is possible to 
judge that the project activities made some contribution.  The infant mortality rate has also 
decreased in other areas in Department of Quetzaltenango.  One of the possible assumptions is 
improvement of living condition in general in the Department because of good economic 
conditions.  
 

(2) Achievement of the Project Purpose 
Although the verifiable indicator of the Project Purpose has been achieved significantly 

exceeding the objective, mortality rate is affected by many external factors such as socioeconomic 
situation, the population growth, and the total number of infants.  As mentioned in the above (1), it 
is difficult to conclude that this achievement is 100% due to the project activities.  The rate has 
also decreased in other areas in Department of Quetzaltenango.  Possible assumption for this 
reduction is as mentioned in the (1).  

 
(3) Achievement of the Outputs 
＜Output 1＞The health providers give quality and warm care to infants under one year old before they 

indicate critical condition with respiratory infection and diarrhea. 
       The number of consultation and well-baby visits for infants under one year old (excluding less 

than 27 days old) has increased in the Project targeting area exceeding the objectives of the verifiable 
indicators.  It is presumed that the number of visits to HCs and HPs has increased due to 
improvement of quality of care to infants.   

       The project has provided variety of training programs for the health personnel from the 
beginning of the execution period, and as a result, the average days of participation in training 
programs for each health worker is over 20 days per year, exceeding the objective of the indicator.  

        Considering these two aspects, it is judged that the Output 1 is achieved. 
 
＜Output 2＞  The parents improve their knowledge and practices on the care for infants with 

respiratory infection and diarrhea. 
       The educational material named “Five Basic Care” has been produced for health education to 

mothers and widely utilized by the health personnel.  According to the observation by the health 
personnel, mothers become able to behave well to prevent their babies from getting sick and to treat 
well when their children become sick.   

        For the purpose of conveying correct knowledge to mothers, health volunteers and traditional 
medicine volunteers have been trained.  The traditional medicine volunteers receive continuous 
monthly training and as a result, a good number of volunteers have been trained.  They continue their 



 

regular activities such as exchange meeting up to date.  Regarding organization of health volunteers, 
each HC or HP adopted different approaches.  However, most municipalities could not obtain 
sufficient results for different reasons. For example, the volunteers trained by the project (not paid) 
often quit and moved to other paid volunteer program.  Training for health volunteer has been 
intended to strengthen by “peer leader training method” since 2008 but organization of Women’s Club 
and some other related activities there are still many issues to work with. 

 
<Output 3> Health Area’s capacity of planning, administration and monitoring related to provision of 

high quality health services and improvement of mothers’ knowledge is strengthened. 
       Regarding monitoring of project activities by Health Area, a significant number of monitoring 

activities has been realized.  However, the results are not sufficient because of the lack of human 
resources and institutional capacity of Health Area and it is necessary to improve the methodology of 
the monitoring. 

 
       The Project has produced health educational materials for the communities such as “Five Basic 

Care” and “Eight Traditional Medicines” as well as materials on fifteen health and medical topics 
targeting the health personnel for use at the Training Center.  Enough materials both in quality and 
quantity have been produced.  As to manuals and guidelines, the Project has published “Reference 
Manual for the Application of Pediatric Care Norms” and “Handbook on Pediatric Basic Care and Use 
of Medicines” for the health personnel which are utilized in the project target areas.  

     
＜Output 4＞ The function of referral system in the targeting area is improved.  
       Joint meeting between the hospital and the HCs/HPs has been convened for the purpose of 

analyzing successful cases that the patients recovered from critical conditions well as the cases of 
infant death.  There have been positive effects such as creation of the health personnel’s reliance on 
the hospital.  In spite of a short period of implementation, the Output 4 has been completing. 

   
＜Output 5＞ Prevention of low weight births (improvement of nutrition) and follow-up for low weight 

babies are strengthened through weight monitoring for pregnant women and their babies.   
     Analytical study has been realized for the purpose of recording mothers’ weight during the 
pregnancy and their babies’ weight in mother and child sheets, and analyzing retrospectively the 
weight change of the both.  Study has been done on eighty cases which are suspicious of low 
weight.  The follow up for low weight baby (below 2,500g) which are detected in the study has just 
started at the time of the final evaluation. 

 
2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 
         The current national government administration of Guatemala which is inaugurated in 2008 

gives priority to health policies and has reinforced its efforts related to the health sector.  The 
National Health Plan 2004-2008 contains the decrease of MMR and IMR as priority issue of the 
health sector.  Considering these aspects, the Project maintains consistency with the national and 
sector policies of Guatemala at the time of the final evaluation. 

 



 

(2) Effectiveness 
       The verifiable indicator of the Project Purpose has been improved significantly exceeding the 

objective, “25% decrease in the infant mortality rate (under 1 year old excluding less than 27 days 
old) in the project targeting areas by the end of the Project.”  However, the infant mortality rate 
has decreased at the same level in the other areas of Department of Quetzaltenango and thus it is 
difficult to judge that the improvement of the rate is 100% caused by the project activities. 
Among the Five Outputs, the achievement level of the Output 1 and 2 is relatively high since the 
related activities have begun from the beginning of the execution period of the Project.  As to the 
Output 3, there are still many issues to work with and the achievement level is relatively low.  The 
activities related to the Output 4 and 5 have started at the end of the period, and as a result, these 
activities contributed the achievement of the Project Purpose in a limited manner. 

     
         A significant number of health providers have been trained in various occasions of capacity 

building.  Since the Project targets auxiliary nurses and technicians who seldom have chances of 
training, the quality of their daily works in HCs and HPs has been improved remarkably.  As a 
result of these training programs, the health personnel’s behavior has changed and they become 
enthusiastic about reducing infant death.  There was remarkable improvement in basic knowledge 
and skills such as conduct of well-baby visits, growth monitoring, health education for mothers 
with the educational materials including “Five Basic Care.” 

 
(3) Efficiency 
         The allocation of experts appropriate and was adequate in terms of the number, their 

expertise and the period.  The efficiency was high in this regard. 
 
         The clinical laboratory equipments provided to the HCs are utilized much.  However, they 

are not sued for children but for adults.  Medical equipments provided to the Regional Hospital 
have been utilized upon arrival.   

 
         Regarding the educational materials, “Five Basic Care” and “Eight Traditional Medicines” 

are widely used by the health personnel and volunteers.  Therefore, the efficiency of these 
materials is considered high.  The materials produced for the Training Center are used in the 
project targeting areas. 

 
(4) Impact 

     The achievement level of Overall Goals and Project Purpose is relatively high exceeding the 
objectives significantly, even though there is possibility of influence by external factors.  Mothers 
are not used to have reliance on HCs and HPs and tended not to visit these facilities in the six 
target municipalities before the Project began.  The behavior of the health personnel has changed 
by the Project activities and the communities’ the reliance on the HCs and HPs has been created.   
 
     Other positive impacts are also observed such as organization of the regional training 
meeting on “Five Basic Care” by Japan Overseas Cooperation Volunteer (JOCV) and prompt 
production of videos targeting the communities on Influenza A (H1N1) with supports by the 



 

Japanese experts when the Influenza occurred in Guatemala in April and May, 2009.  
 

(5) Sustainability 
         In the organizational, administrative and financial aspects, there are still many issues to be 

worked with.  The counterparts have intension of continuing Project activities utilizing transferred 
skills and knowledge.  However, assignment of a person in charge at the management level in 
Health Area is to be committed by the MSPAS.  Since Health Area is in shortage of budget, there 
is not clear outlook at this moment for sufficient budget allocation for the Project activities after the 
Project ends.  In a technical aspect, skills are successfully transferred and especially basic skills 
are utilized adequately in the targeting six municipalities.  Since trained persons sometimes leave 
HCs and HPs, it is necessary to make efforts to transfer kills to new staff members.   

 
3. Conclusion 
     It is considered that the Project has had significant influence on improvement of infants’ health in 
the target areas, judging from achievement level of Overall Goal, Project Purpose and the Outputs. 
This achievement has been realized by distinctive methods of technology transfer adopted by the Project. 
During the first half part of the project implementation, the Project adopted strategy of involving the 
Japanese expert directly in the activities at the primary and the secondary levels (HCs and HPs) in the 
target six municipalities in order to promote behavior change of the health personnel who work closely 
to the communities.  During the second half part of the project implementation, the Project  focuses 
more on reinforcement of medical network such as improvement of relationship between the 
primary/secondary levels and the hospital, which is the tertiary level, through establishment of referral 
system.  Medical services for infants in Department of Quetzaltenango have improved steadily and as a 
result, infants’ health has been improving.    
 
     In spite of the achievement mentioned above, there still issues to be work with regarding project 
sustainability.  That is because of the lack of monitoring and administrative capacity of Health Area 
which plays an central role in implementation of the project, and the lack of coordination with the 
MSPAS in organizational and financial aspects. 
 
4. Recommendation and Lessons Learned 
○ The Project contributed to strengthen the families’ capacity on identifying dangerous sings and 

looking for preventive medical assistance, and strengthened referral system among three medical 
care levels. 

○ As the MSPAS has been working for converting HCs to Permanent Medical Centers which provide 
services for 24 hours and Centers for Integral Mother and Child Care Centers (CAIMI) which have 
facilities for delivery, the number of health providers will increase significantly.  The Project 
established the Training Center equipped with audio visual facilities and organized a joint team for 
training consisted of the personnel of the regional hospital and Health Area of Quetzaltenango. 
The Training Center contributed to reinforce coordination between the Hospital and Health Area, 
and sustainability of the Project through education for the newly joined health personnel and 
continuous education. 

○ The educational material of Bingo Game was developed for mothers to learn with fun, adopting the 



 

model of the materials originally produced for the JICA project of uterine cervix cancer in Mexico. 
○ To organize the Club of Mothers, the Project utilized existing women’s meeting.  This manner 

contributed to increase efficiency and assure sustainability. 
○ The motivation of the health personnel has been increased by inclusion of study on successful cases 

which recovered from critical condition as the topic for the joint analysis meeting on infant 
mortality.  Co-organization of the meetings between the regional hospital and Health Area has 
promoted information sharing and participation of pediatricians. 

○ Analysis on infant mortality in the joint meetings identified high risk for death of low weight babies 
and needs for nutrition care for pregnant women.  In this manner, the Project prioritized the 
principal activities based on scientific evidence and concentrates resources in those activities. 

○ Since Puebla Panama Plan, there exists movement for solidarity between Mexico and Central 
America.  The training courses realized in Mexico and invitation of experts from Mexico 
contributed the regional initiative in health sector.  

○ The organization of training courses in Honduras and Paraguay as well as in Mexico  contributed 
to increase efficiency. 

○ The Evaluation Mission recommends the Project to continue activities adopting an approach to 
promote counterpart’s ownership. 
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第１章 終了時評価の概要 
 

１－１ 背 景 

グアテマラ共和国（以下、「グアテマラ」と記す）は、他の中米諸国と比較しても母子保健分野

の諸指標が悪く、乳児死亡率（Infant Mortality Rate：IMR）が35（出生1,000対）、妊産婦死亡比（Maternal 
Mortality Ratio：MMR）が240（出生10万対）となっている（『世界人口白書 2005』）。同国厚生省
（Ministerio de Salud Pública y Asistencia Social de Guatemala：MSPAS）は「地方分権化及び国家レ
ベルでの保健体制の整備」を目標のひとつとし、特に地方村落部における保健医療サービスの拡

充に注力してきた。2008年1月以降の現政権においても、保健政策を重点事項のひとつとして位置
づけている。 

このような背景の下、MSPASは2004年にわが国に対して、子どもの健康改善に関する協力を要
請した。この要請に基づき、わが国はMSPAS、ケツァルテナンゴ県保健事務所をカウンターパー
ト（Counterpart：C/P）機関として、公的保健医療サービスの質の向上及び家庭内ケアの質の向上
を通して、呼吸器感染症や下痢症による乳幼児死亡率を減少させることを目的に、同県北部を対

象地域として、2005年10月より4年間の予定で、技術協力プロジェクト「こどもの健康プロジェク
ト」を実施している。 

グアテマラ国西部高原地域に位置するケツァルテナンゴ県北部は、標高2,300～2,700mの山岳地
帯に広がり、住民の80％はマム語あるいはキチェ語を話す先住民族である。住民の健康上の大き
な問題のひとつとして高い乳幼児死亡率があり、特に呼吸器感染症、下痢症による死亡がその過

半数を占めている。住民がサービスを受けられる医療機関は、MSPAS管轄の保健センター（Centro 
de Salud：CS）、保健ポスト（Puesto de Salud：PS）に限られているため、これら施設の医療スタッ
フが地域医療に果たす役割は重大であり、現状改善の重要な鍵を握っている。また、住民の基本

的な保健知識、衛生観念の欠如が軽微な症状を悪化させてしまう事例が多く、家庭内ケアの重要

性も指摘されている。 

現在、2名の長期専門家（チーフアドバイザー/小児保健、業務調整）を派遣中である。2007年
11月、2009年2月にプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）が改定
され、活動内容にもそれぞれ変更があった。CS、PSの医療スタッフと両親、家族を対象とし、様々
なアプローチ（総合研修会、月例トレーニングの実施、保健/薬草ボランティアの養成等）を通じ

て、乳幼児が呼吸器感染や下痢により重症に陥る前に適切な処置が保健施設、家庭内でなされる

ための知識や技術の修得、意識改革を図っている。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

今回の終了時評価調査は、2009年9月の協力終了を控え、MSPAS・県保健事務所と合同で、プロ
ジェクト活動の実績、成果、目標達成度を評価・確認することを目的としている。また、今後の

プロジェクト活動に対する提言と今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導き出すことを目的

として実施する。 

評価作業は、以下のプロセスを経て行う。 

（1）プロジェクト文書のレビューを通じ、プロジェクトの実績と実施プロセスを検証する。 
（2）プロジェクトの受益者グループやグアテマラの主要関係者への質問、インタビューを通じ、
プロジェクトの実績と実施プロセスに関連する情報を収集する。 
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（3）上記の情報の分析を通じて、プロジェクトの実績と実施プロセスに影響した正・負の要因
を見いだす。 

（4）上記の情報をまとめ、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の
観点に基づいて、プロジェクトを総合的に評価する。 

（5）グアテマラ側と評価結果を協議し、合同評価報告書を作成する。 
（6）評価結果から、提言と教訓を導き出す。 
（7）グアテマラ側と、合同評価報告書及び協議議事録（Minuta de Discusiones：M/M）に合意し、
署名する。 

 

１－３ 調査団員構成 

担当分野 氏  名 所  属 

団長/総括 花田 恭 JICA国際協力専門員 

評価計画 石田 祐子 JICA人間開発部 母子保健課 ジュニア専門員 

評価分析 小林 美紀 特定非営利活動法人 HANDS 

通 訳 橋本 みどり 個人通訳 

＊本終了時評価は、グアテマラ側と日本側の合同評価調査という形で行った。 

 

１－４ 調査日程 

 日付 曜日 時間 行 程 

AM プロジェクト専門家との打合せ、インタビュー準備 1 7月20日 月 

PM ケツァルテナンゴ県C/P（保健関係者）との打合せ 

2 7月21日 火  ケツァルテナンゴ現地にてインタビュー 

データ分析 

3 7月22日 水  ケツァルテナンゴ現地にてインタビュー 

データ分析 

AM ケツァルテナンゴ現地にてインタビュー 4 7月23日 木 

PM グアテマラシティへ移動 

5 7月24日 金  データ分析 

AM データ分析 6 7月25日 土 

PM グアテマラシティ着（団長、評価計画団員） 

7 7月26日 日  全団員による打合せと分析 

9：30 JICAグアテマラ駐在員事務所打合せ 

11：00 在グアテマラ日本大使館表敬（団員4名、グアテマラ事務所2名）

14：00 MSPAS副大臣表敬 

8 7月27日 月 

15：00 ケツァルテナンゴへ移動 
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8：00 
 

ケツァルテナンゴ保健事務所要人インタビュー 

Dr. Diego Manrique.    Dr. Juan Carlos Moir.  
9 7月28日 火 

10：00 
 

 

Licde. Alicia Perez 
青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteer：JOCV）
インタビュー 

（野口隊員：ケツァルテナンゴ保健事務所、平澤隊員：地域

総合病院） 

カンテルCS訪問 

9：00 カホラCS訪問 10 7月29日 
 

 

 

 

水 

15：00 
 

 

 

ケツァルテナンゴ県病院訪問 

（研修センター、供与機材状況視察及び関係者院長ほかイン

タビュー） 

Dr. Giovenni Ortega, Dr. Leobaldo Xuruc, Dra. Junny, Dra. Silvia 
Higuiros, Dr. Diego 

AM 合同評価報告書ドラフト作成 11 7月30日 木 

PM ドラフト内容検討 

12 7月31日 金 9：00 
 

合同評価委員会（Joint Coordination Committee：JCC）メンバ
ーとの合同評価委員会（県保健事務所会議室） 

前半）評価調査団からの報告・グアテマラ側との意見交換 

後半）M/M案協議 
参加者：MSPAS次官アドバイザー、県保健事務所、病院、CS
代表者、Dra. Glenda、プロジェクト専門家（JICA） 

13 8月1日 土  合同評価報告書最終版検討 

AM 合同評価報告書最終版検討 14 8月2日 日 

PM グアテマラシティへ移動（調査団、専門家） 

11：00 米国開発庁（US Agency for International Development：USAID）
訪問 

15 8月3日 月 

14：00 
 

合同評価報告書準備（MSPAS本省との協議） 
M/M署名交換準備（JICAグアテマラ事務所） 

9：00 
 

JCCグアテマラシティへ合同評価報告のプレゼン 
（県保健事務所：Dr. Diego.  Dr. J. Carlos.  Licde. Alicia Perez） 

10：00 M/M署名交換 

16 8月4日 火 

14：00 
 

在グアテマラ日本大使館報告 

プロジェクトチームとの会合 

JICAグアテマラ駐在員事務所帰国報告 
（JICAグアテマラ駐在員事務所、調査団、専門家） 

AM グアテマラシティ発、帰国（調査団） 17 8月5日 水 

 ケツァルテナンゴへ帰任（専門家） 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ 評価手法 

本終了時評価調査は、プロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：
PCM）手法に基づいて行われた。PCM手法において用いられるプロジェクト運営管理のための要
約表であるプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を用い、JICA事業評価ガイドライン
（2004年2月改訂）に示された方針に沿って、実際の投入や活動実績、目標達成状況等を検証した
うえで、以下の評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から行う
包括的な評価・分析を行う。この評価結果に基づいて、プロジェクトへの提言、今後の類似プロ

ジェクトへの教訓が導き出される。 

本プロジェクトにおいては、2005年9月に行われたプロジェクト協議実施時に日本・グアテマラ
双方の合意の基に最初のPDM（ゼロバージョン）が作成され、その後、2007年1月の運営指導調査、
同年10月の中間評価調査の結果を踏まえ、中間評価調査時にPDMの改訂が行われた（PDM1）。続
いて、2009年2月に日本人専門家とグアテマラ側カウンターパート（C/P）による問題分析の結果
に基づき、改訂が行われた（PDM2）。本調査では、PDM2を評価の枠組みとし、その指標に照らし
てプロジェクトの実績を確認する。 

 

 ＜評価5項目＞ 

妥当性 

（Relevance） 
プロジェクトの目標、内容がグアテマラ側の政策及び受益者のニーズ等に

合致しているか、計画内容が妥当であるかを分析・評価する。 

有効性 

（Effectiveness） 
プロジェクトの「成果」が、どの程度達成されているか、及びそれぞれが

「プロジェクト目標」の達成にどの程度結びついているかを分析・評価す

る。 

効率性 

（Efficiency） 
プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度を把握し、タイ

ミング、質、量等の適切度を評価・分析する。 

インパクト 

（Impact） 
プロジェクトの実施により生じる長期的・間接的な効果や波及効果など、

プラス・マイナスの影響について分析・評価する。 

自立発展性 

（Sustainability） 
協力終了後、プロジェクトによりもたらされた成果が持続・拡大され得る

かどうかを把握し、実施機関の自立度を運営管理面、財務面、技術面その

他の観点から分析・評価する。 

 

２－２ 評価調査の方法 

本終了時評価調査では、プロジェクト関係の各種報告書の分析、一連の視察や現場調査、プロ

ジェクト関係者への聞き取り、アンケート用紙の配布・回収、関係機関との協議等により評価調

査を実施し、その結果を合同評価報告書に取りまとめた。 

（1）プロジェクト関係書類の収集・検討（文献レビュー） 
評価を行うにあたり、現地調査前及び調査中に以下の資料を収集し、プロジェクトの概要

を把握、その背景を整理するとともに、プロジェクトの進捗状況、その問題点や課題を検討

した。参考とした報告書、主な資料は以下のとおり。 

・グアテマラ先住民支援基礎調査帰国報告会報告書（2003年6月） 
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・プロジェクト事前評価調査報告書（パイプライン専門家としての報告書、2005年7月） 
・事業事前評価表（2005年9月） 
・討議議事録（Record of Discussion：R/D）（プロジェクト開始時、2005年9月） 
・プロジェクト運営指導調査報告書（2007年1月） 
・同中間評価調査報告書（2007年10月） 
・プロジェクト案件概要表 

・M/M〔PDM改定時（PDM2）、2009年2月1〕 

・プロジェクト進捗報告書 

 

（2）プロジェクト、その他関係者とのインタビュー、協議及びアンケート調査 
・日本人専門家 

・グアテマラ厚生省（MSPAS）、ケツァルテナンゴ県保健事務所、プロジェクト対象6市の保
健センター（CS）、保健ポスト（PS）、ケツァルテナンゴ西部高原地域病院（Hospital Regional 
de Occidente：HRO） 

・母親ピアリーダー、薬草ボランティア、保健ボランティアへのフォーカスグループインタ

ビュー 

・6市の医療従事者（プロジェクト活動の成果）、本邦、第三国研修参加者（研修成果の活用
状況）へのアンケート調査 

・青年海外協力隊（JOCV） 
・他ドナー 

 

（3）施設、資機材、教材の使用状況に係る直接観察及び活動視察 
・ケツァルテナンゴ県保健事務所、ケツァルテナンゴHRO、対象6市のCS、PS 

 

                                            
1 2009年 2月時点で専門家と C/Pとの間で変更内容について合意し、PDM2に基づく活動を開始した。指標等がついたM/Mフルバー
ジョンの署名は 2009年 5月。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

終了時評価時点で、日本側、グアテマラ側の投入は以下のとおり（詳細は付属資料2参照）。 
 

３－１－１ 日本側投入 

（1）日本人専門家派遣 
・ 長期4名：プロジェクト総括1名〔チーフアドバイザー/小児保健：2005年10月～2008年

4月（1名）、2008年4月～2009年9月（1名）〕、業務調整員1名〔2006年3月～2008年9月（1
名）、2008年10月～2009年9月（1名）〕 

・ 短期延べ8名：プライマリーヘルスケア1人×3回、カウンセリング手法1人×3回、ピア
リーダー養成1人×2回 

 

（2）スタッフに対する研修 
死因分析を中心とした月例講習会、短期専門家による講習、第三国専門家招聘等 

 

（3）機材供与（事務機器、活動用車両、バイク、医療機器等） 
 

（4）カウンターパート（C/P）研修（本邦研修）：合計8名 
2006年1～2月：2名（研修内容：地域医療） 
2006年4月：2名（同：小児、地域保健ほか） 
2007年5月：2名（同：日本の地域保健の歴史） 
2009年6月：2名（同：小児、地域保健ほか） 

 

（5）第三国・広域研修 

期 間 形 態 地 域 参加人数 研修内容 

2005年10月19～30日 
協力隊広域

研修 
ボリビア 4名 自然分娩について 

2005年11月29日～ 
12月22日 

第三国研修 パラグアイ 5名 
看護、小児医療のため

の継続教育 

2007年6月23～30日 
技術交換・

研修 
ホンジュラス 8名 救急医療 

2008年3月5～8日 
技術交換・

研修 
メキシコ 6名 

メキシコ・チアパス

JICAプロジェクトとの
意見交換会 

2008年8月31日～ 
9月7日 

第三国研修 メキシコ 20名 
子どもの健康に関する

成功例交換会 
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（6）第三国専門家招聘 

期 間 形 態 講師の国籍 招聘人数 研修内容 

2006年2月11～26日 
第三国講師

による研修 
ホンジュラス 1名 

カウンセリングトレー

ニングにおける手法と

効果的なダイナミック

の手法 

2009年2月1～28日 
第三国講師

による研修 
メキシコ 10名 母子保健ほか 

 

３－１－２ グアテマラ側投入 

（1）C/Pの配置〔グアテマラ厚生省（MSPAS）、県保健事務所〕 
（2）プロジェクト事務所の提供（県保健事務所内） 
（3）保健スタッフ、検査技師の増員 
（4）新しい保健ポスト（PS）の開設 
（5）プロジェクト事務所スタッフの雇上（コーディネーター、インストラクター、運転手） 
（6）ローカルコスト負担の予算措置（車両等の維持管理、燃料、活動費用等） 

 

３－２ プロジェクトの実績 

３－２－１ 上位目標の達成見込み 

＜上位目標＞ 

ケツァルテナンゴ県保健地域内のプロジェクト対象地域において乳幼児の死亡が減少する。 

＜指 標＞ 

乳幼児死亡数（6市の5歳未満の総数）が25％減少する。 
＜達成度＞ 

プロジェクト開始前年の2004年のデータ（231人）を基準にすると、2006年には154人、2007
年には125人、2008年には112人、減少率52％となっており、2006年以降は目標の25％を大幅
に上回る達成率となっている。しかしながら、乳幼児死亡数は社会・経済状況、人口動態、

乳幼児の総数の変化等多くの外部要因が関係しており、この達成状況が100％プロジェクト活
動によるものであるとの断定は難しい。しかし、6市での乳幼児健診の実施件数、1ヵ月以上1
歳未満の受診者数（ともに成果1）等の指標が目標を大幅に上回る達成率となっており、本プ
ロジェクトが貢献した可能性は高いと判断できる。 

 

図3-1に示されるように、ケツァルテナンゴ県保健地域内のプロジェクト対象地以外の地域
でも乳幼児死亡数は減少しており、可能性のある外部要因として、経済状況の好転による県

民の生活状況全般の改善、特に2008年6月のカブリカン方面への舗装道路が開通し、ケツァル
テナンゴ市の病院へのアクセスが向上等が考えられる。 
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表３－１ ケツァルテナンゴ県保健地域内プロジェクト対象地域における 

乳幼児死亡数（5歳未満） 

  2003年 
2004年 

（基準年）
2005年 2006年 2007年 2008年 

対象地域死亡数（人） 273 231 206 154 125 112 

プロジェクト開始前年を

基準とした減少率 
－ － 11％ 33％ 46％ 52％ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ プロジェクト対象地とケツァルテナンゴ県のプロジェクト対象以外 

の地域の乳幼児死亡率（出生1,000対）の比較 

 

 ３－２－２ プロジェクト目標の達成状況 

＜プロジェクト目標＞ 

ケツァルテナンゴ県保健地域内のプロジェクト対象地域において乳幼児が呼吸器感染症や

下痢症で重症に陥らない。 

＜指 標＞ 

乳児死亡数（6市の生後28日～1歳未満児の総数）がプロジェクト終了時までに25％減少す
る。 

＜達成度＞ 

プロジェクト開始前年の2004年のデータ（145人）を基準にすると、2006年には乳幼児死亡
数が106人、2007年には72人、2008年には72人（減少率50％）となっており、目標の25％を大
幅に上回る達成率となっている。しかしながら、3-2-1で既述のとおり、乳児死亡数は社会、
経済状況、人口動態、乳児の総数の変化等多くの外部要因が関係しており、この達成状況が

100％プロジェクト活動の結果によるものであるとの断定は難しい。 
 

図3-2のとおり、県内のほかの地域でも減少しており、乳児死亡数の減少には、プロジェク
トの活動以外の要因も介在していると推定される。可能性のある外部要因としては、3-2-1
で既述のとおり。 
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表３－２ ケツァルテナンゴ県保健地域内プロジェクト対象地域における乳児死亡数 

（生後28日以上1歳未満） 

 2003年 
2004年 

（基準年）
2005年 2006年 2007年 2008年 

対象地域死亡数（人） 174 145 116 105 72 72 

プロジェクト開始前年を

基準とした減少率 
－ － 20％ 28％ 50％ 50％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２ プロジェクト対象地とケツァルテナンゴ県のプロジェクト対象以外の 

地域の乳児死亡率（出生1,000対）の比較 

 

３－２－３ 成果の達成度 

（1）成果1：1歳未満の乳幼児が呼吸器感染症や下痢症による重症に陥る前に関し保健医療従
事者により質の高いケアが提供される。 

1）活動の実施状況 
a）地域調査と死亡要因分析 
開始時期にばらつきはあるものの、カンテル市を除く5市の保健センター（CS）にお

いて各地域の人口調査を行って地図を作成し、乳幼児死亡の実態を明らかにするための

各種トレーニングが行われた。右調査結果を基に、全6市のCSで乳幼児死亡症例分析が
毎月実施されるようになり、各保健施設医療スタッフに乳幼児死亡を減少させようとす

るモチベーションが高まる等の成果がみられた。 

b）保健医療従事者の人材育成強化 
乳幼児健診時、受診時に乳幼児のリスクを早期発見するため、短期専門家による診療

技術のトレーニング等の活動が実施され、診断チャートも導入されたが、成果が十分で

なかった。2009年4月から県保健事務所、地域病院内に研修センターを設立して小児科医、
産婦人科等を講師に招き、医療従事者の再教育、継続教育を実施している。 

c）保健医療従事者のコミュニケーション改善 
保健医療従事者による患者と家族に対する接遇を改善するため、短期専門家によるコ

ミュニケーション、セルフケアのトレーニングを各1回ずつ実施した。その結果、保健医
療従事者の行動変容がみられた。 
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d）5歳未満乳幼児健診の強化 
プロジェクト開始以前は対象地域では現在の形での乳幼児健診は行われていなかった

が、2005～2008年にかけて対象6市のすべてで健診が行われるようになり、健診のデータ
も各医療施設で収集されるようになった。しかし上記 b）で既述のとおり、医療従事者
が乳幼児の健康リスクを早期に発見する能力がまだ十分でないため、健診の実施が乳幼

児のリスクの早期発見に必ずしもつながっていないことが今後の課題といえる。 

e）母親に対する保健教育の実施 
2006年度後半に「5つの基本ケア（栄養、水分補給、体温調節、清潔維持、休息）」に

関するフリップチャート教材を作成した。分かりやすい内容と明確なメッセージが受け

入れられ、保健医療施設での母親教室、乳幼児健診・診療時の母親に対する個別指導な

どに活用されてきた。一方で乳幼児の健康に関する危険兆候については母親の知識にば

らつきがあり、フリップチャートの内容では十分に危険兆候が理解されない可能性があ

るため、危険兆候の見分け方を含めた新たな教材を追加的に作成した。同教材は既にプ

ロジェクト対象地域で活用されている。全国レベルでの活用の可能性については、現在、

グアテマラ政府の診断治療基準の改訂が進められており、改訂され次第、同改訂基準と

の整合性を確認し、MSPASと調整する予定。 
 

2）成果の達成度 

指標1-1 生後28日以上1歳未満の受診者数がプロジェクト前に比べ2倍に増加する。 

 
表３－３に示されるとおり、プロジェクト開始前年の2004年の受診者数3,527人を基準に

すると、2006年には1万231人、2007年には1万2,127人、2008年には1万1,799人、増加率235％
となっており、目標の2倍（100％増）を大幅に上回る達成率となっている。ケツァルテナ
ンゴ県内のプロジェクト対象地以外の地域の受診者数増加率と比較しても高い水準で増

加しており、プロジェクト対象地での受診者数の増加は、本プロジェクトの活動の成果で

あると判断される。 

  

表３－３ ケツァルテナンゴ県保健地域内のプロジェクト対象地域 

生後28日以上1歳未満の受診者数の推移 

     2003年 
2004年
（基準年）

2005年 2006年 2007年 2008年 

受診者数（人） 5410 3527 7118 10231 12127 11799 

プロジェクト開始前年

を基準とした減少率 
－ － 101％ 190％ 243％ 235％ 
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図３－３ プロジェクト対象地とケツァルテナンゴ県のプロジェクト対象以外 

の地域の生後28日以上1歳未満の受診者数の比較 

     

指標1-2 死因分析結果の経年変化。 

 

プロジェクト期間中対象6市で死亡した乳幼児の3大死因は発熱性疾患、呼吸器疾患、下
痢症であった。そのほかの主な死因は新生児死亡、先天異常、中枢神経疾患となっている。

2006～2008年の3年間で死因別の死亡割合に多少の変化はあるものの、プロジェクトによ
って呼吸器感染症、下痢症による死亡割合が低下したと判断することは難しい。 

 

表３－４ 死因分析結果 

  2006年 2007年 2008年 

呼吸器疾患 24％ 23％ 27％ 

下痢症 16％ 22％ 18％ 

発熱性疾患 39％ 27％ 20％ 

新生児死亡 10％ 9％ 15％ 

奇 形 8％ 8％ 4％ 

中枢神経疾患 3％ 2％ 9％ 

 

指標1-3 各種研修を受けた保健医療従事者数。延べ回数が年間20日。 

     

保健医療従事者に対する研修は、プロジェクト開始当初から多彩な内容で実施された。

グアテマラ国内においては、テーマ別では、地域調査、地図作成のための研修、死因分析

を中心とした月例講習会、教材の使用方法や健康教育に関するトレーニング、コミュニケ

ーション技術、診療技術等の研修が行われた。 

講師も、短期専門家、第三国からの招聘専門家、本邦・第三国研修を受けた保健医療従

事者等多岐にわたる。 

開 始 前 年
23365 人 

2008 年 34793 人： 
増加率 49％ 

2008 年 11799 人： 
増加率 235％ 

開 始 前 年
3527 人 
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本プロジェクトにかかわる医療従事者数は延べ53名程度であり、2006～2008年までの1
人当たり年間研修参加回数は、2006年21.0日、2007年23.0日、2008年と21.2日となり、指
標が達成されている。 

 

表３－５ 各種研修を受けた保健医療従事者数 

 2006年 2007年 2008年 

月例講習参加人数（延べ）（人） 675 856 530 

特別講習参加人数（延べ）（人）  

統 計（人） 40   

地政学情報システム（人） 59   

乳幼児健診（人） 167   

小児救急（人）  160 316 

コミュニケーション技術（人）  98 99 

エンパワーメント講習（人）   91 

 

その他（人） 172 106 87 

参加者合計（人） 1113 1220 1123 

1人当たり日数（日） 21.0 23.0 21.2 

 

指標1-4 保健医療従事者が呼吸器感染症、下痢症及び低栄養乳幼児の病態について研
修センターにおいて教育を受け、75％の受講者の知識が向上する。 

 

2009年4月に研修センターで行われた研修会で保健医療従事者を対象に呼吸器感染症、
下痢症、栄養及び妊婦管理に関するプレテスト、ポストテストが行われ、すべての受講者

（100％）について、ポストテストの結果がプレテストを上回り、指標が達成された。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－４ 第1回研修会でのテーマ別プレテスト、ポストテスト結果（10点満点） 
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指標1-5 保健医療施設に来院する乳幼児の乳幼児健診が毎年25％ずつ増加する。 

    

各保健医療施設で実施された年度別の乳幼児健診実施数は、2008年に活動を開始したパ
レスチナデロスアルトス以外では開始後毎年件数が増加しており、6市合計の増加率は
2006年102％、2007年182％、2008年48％と指標の25％を大幅に上回る達成率となっている。
乳幼児健診については本プロジェクトの介入によって始まったものであり、県内の他市で

は現在でも行われていないことから、本指標の達成はプロジェクト活動によるものと考え

られる。健診のうち、再診の件数を除き、初診件数のみを考慮すると、6市合計の増加率
は2006年641％、2007年110％、2007年125％、2008年30％となる。 

 

表３－６ 6市保健所での乳幼児健診の件数及び増加率（各保健所別） 

 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 

初 診(件) - 0 167 450 415 475 

再 診(件) - 0 0 0 621 1403 

合計件数(件) - 0 167 450 1036 1878 

カホラ 

保健所 

増加率 - - - 169％ 130％ 81％ 

初 診(件) - 0 32 225 200 234 

再 診(件) - 0 0 123 494 1544 

合計件数(件) - 0 32 348 694 1778 

サン 

ミゲル 

保健所 
増加率 - - - 909％ 99％ 156％ 

初 診(件) - 0 0 0 433 894 

再 診(件) - 0 0 0 185 383 

合計件数(件) - 0 0 0 618 1277 

カンテル 

保健所 

増加率 - - - - - 107％ 

初 診(件) - 0 0 150 1114 1140 

再 診(件) - 0 0 75 780 815 

合計件数(件) - 0 0 225 1894 1955 

カブリカン 

保健所 

増加率 - - - - 742％ 3％ 

初 診(件) - - - 0 0 362 

再 診(件) - - - 0 0 0 

合計件数(件) - - - 0 0 362 

パレスチナデ

ロスアルトス 

保健所 
増加率 - - - - - - 

初 診(件) 204 106 586 827 1556 1735 

再 診(件) 156 80 439 620 1167 1301 

合計件数(件) 360 186 1025 1447 2723 3036 

ウイタン 

保健所 

増加率 - - 451％ 41％ 88％ 11％ 
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初 診(件) 204 106 785 1652 3718 4840 

再 診(件) 156 80 439 818 3247 5446 

合計件数(件) 360 186 1224 2470 6965 10286 

増加率 - - 558％ 102％ 182％ 48％ 

6施設 
合計 

初診のみの増

加率 
- - 641％ 110％ 125％ 30％ 

 

（2）成果2：乳幼児の呼吸器感染症や下痢症に対するケアに関して親の知識の向上が図られる。 
1）活動の実施状況 

a）母親のための健康教育強化 
「5つの基本ケア」の教材を作成し、本邦研修、第三国研修修了者等が保健医療従事者

に対し、母親向けの健康教育の実施方法についての研修を行った。施設によって実施方

法、頻度に差はあるものの、研修を受けた保健医療スタッフが、乳幼児健診、診察など

で施設を利用する母親に健康教育を行っている。2008年以降は保健医療従事者から保健
医療施設及びコミュニティーにおいて直接母親に健康教育を実施する教育が取り入れら

れ、2009年2月にはメキシコから招聘した講師団による小児疾患をテーマとした母親教育
が行われた。 

b）ピアリーダーを通じた地域の保健ボランティアリーダーの養成 
プロジェクトでは地域の保健ボランティアを養成し、そのボランティアを通じて健康

教育を広めるという手法をとっている。一部のCS、PSでは活発に活動しているが、養成
されたボランティア（無給）が別の有給ボランティアプログラムに移ることなどもあり、

多くの市で十分な成果が得られなかった。 

この保健教育を強化する手法として、ピアリーダーの養成手法により、婦人の会を組

織して保健ボランティアの養成を図る活動が追加された。2008、2009年に各1回ずつ短期
専門家による母親のピアリーダー養成講習が行われた。 

c）母親への薬の正しい使用法指導 
2007年よりカホラ市で薬を売る店（薬局や雑貨屋）の経営者を集め、対象に乳幼児の

親に対して薬を販売する際の知識、親に対する説明の必要性などに関するトレーニング

が行われていたが、現在は継続されていない。保健医療施設による指導は、いくつかの

CS/PS内で処方箋に基づく薬を手渡す際に母親に説明を丁寧に行う等の変化がみられた。 
d）母親に対する呼吸器感染症、下痢症治癒のための薬草の正しい使用方法普及 

2006年よりカブリカン市シャカナPSで薬草専門家によるトレーニングを月1回継続的
に行っている。ボランティア同士の集会、薬草の栽培等の活動が活発に行われており、

保健医療従事者、ボランティアが新しく活動に参加する人を見つけてくる等、広がりが

みられる。また、「8つの薬草」に関する教材が作成され、ボランティアによって広く使
用されている。また、薬草ボランティアは、「5つの基本ケア」の教材を用いて地域の母
親に保健教育を行っている。これらの薬草ボランティアの活動はシャカナPSの准看護師
と連携して行われており、PSによる活動のモニタリングが行われている。 

 



－15－ 

2）指標の達成状況 

指標2-1 研修を受けた保健/薬草ボランティアのリスト。 

 

表３－７に示すとおり、2名の薬草専門家により月例で行われてきた薬草研修会の延べ
人数は2006～2008年までの3年間で1,216人にのぼる。薬草ボランティアについては、一定
数のボランティアが育成され、活動も継続的に行われていることから成果をあげていると

いえる。保健ボランティアについては、研修会参加者数等のデータはない。 

 

表３－７ 薬草研修会参加者（延べ人数） 

年 度 2006 2007 2008 合計 

人 数（人） 128 472 616 1216 

 

指標2-2 乳幼児の呼吸器感染症や下痢症の治療のために来院した母親が5つの基本ケ
アとリスクの早期発見について知識が向上する。 

 

数値データはないが、医療従事者の観察によると、母親による5つの基本ケアに基づく
乳幼児の健康維持、乳幼児が病気になったときの対応に進歩が見られるとの証言がいくつ

かあった。 

 

指標2-3 母親ピアリーダー養成数。 

 

短期専門家による研修で養成された母親ピアリーダーの人数は、2008年が206人、2009
年139人であった。本活動はプロジェクト実施途中で追加されたもので、活動期間が短か
ったことを考慮すると相当数のピアリーダーが養成されたといえる。しかし、活動を継続

しているリーダーの人数が少ないことから、ピアリーダー養成手法による婦人の会の結成、

保健医療従事者による活動のモニタリング等は今後の課題である。 

 

指標2-4 ボランティアの支援を受け、乳幼児の呼吸器感染症や下痢症の治療のため、
母親の薬草の使用方法の知識が向上する。 

 

2006年から各研修の参加者に対して毎年行われたプレテスト、ポストテストの結果は表
3-8のとおりで、いずれもポストテストの正解率が大幅によくなっており、指標は達成さ
れている。 

   

表３－８ 薬草の使用方法に関するテスト結果 

    第1グループ 第2グループ 

有効サンプル数 20人 23人 

プレテスト正解率 38％（2006年） 49％（2007年） 

ポストテスト正解率 88％（2007年） 72％（2008年） 
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（3）成果3：質の高い保健医療サービスの提供や母親の知識向上に関する県保健事務所の計画、
運営、モニタリング機能が強化される。 

1）活動の実施状況 
a）各地域への活動のCS、PSへのモニタリング・システム強化 
下記b）、c）とともに2007年10月に行われた中間評価結果に基づき、プロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（PDM）1で追加された活動である。県保健事務所の人材不足、
組織能力の不足により、本活動は終了時評価時点で十分に実施されていない。本プロジ

ェクトの活動のみならず、県保健所では活動全般についてのモニタリング能力が不足し

ており、その改善が今後の課題である。 

b）県保健事務所が各種教材の内容について検討・修正し、確定する 
グアテマラの診断治療基準から小児科分野を取り出して再構成した教材、各保健施設

配布用の診断治療基準ハンドブックの小児科版を作成した。 

c）継続教育の質の確保 
C/Pの医師により、呼吸器感染症、皮膚病、縫合などについて1年間継続教育が実施さ

れ、医療スタッフの知識とモチベーションが高まった。2009年4月より、第三国研修（パ
ラグアイ）参加者が中心となり、毎月1回1テーマにつき、講師を招請して継続教育を行
っている。 

 

2）指標の達成状況 

指標3-1 各種事業の実施、モニタリング及びレビューの実施。 

 

プロジェクトの活動は工程表（Plan of Operations：PO）に基づいて行われ、おおむね予
定どおりに実施された。指標の達成状況についても、POに記入され、県保健事務所によっ
てモニタリングされている。県保健事務所によるCS/PSでの活動のモニタリングについて
は、県保健事務所長を含む4人のC/Pがチームを組み、交代で日本人専門家と同行する方法
がとられた。2006年度は95回、2007年度は83回、2008年度は79回のモニタリング活動が行
われたが、組織的に活動が行われておらず、方法に改善が求められる。 

 

指標3-2 教材の作成・確定。 

 
5つの基本ケア、8つの薬草等の地域住民向け健康教育用教材が作成された。加えて、研

修センターで使用するための15のテーマ別教材が作成されており、指標は達成されている。
また、現地で親しまれているビンゴゲーム形式を取り入れた子どもの健康維持・病気に関

する知識を得るための地域住民向け教材を作成した。 

 

指標3-3 マニュアル又はガイドラインの作成。 

 
MSPASの診断治療基準から小児科分野を取り出して再構成した教材、各保健施設用の診

断治療基準ハンドブックの小児科版が作成され、プロジェクト対象地域内で使用されてい

る。これらの全国レベルでの活用可能性につき、MSPASと調整中。 
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（4）成果4：プロジェクト地域におけるレファラルシステムが改善される。 
1）活動の実施状況 

a）保健医療施設と病院のコミュニケーションの改善 
2008年11月に保健医療施設、病院の双方の関係者が参加して第1回合同症例検討会を開

催した。双方による症例検討会（死亡例、生存例）も終了時評価時点までに3回実施され
た。保健医療施設の病院での診断、治療技術の改善を図る。 

b）保健医療施設と病院での診断、治療技術の改善 
2008年4月に県保健事務所、病院内に設立された研修センターで主に小児の呼吸器疾患、

消化器疾患、妊婦、小児の低栄養をテーマとし、小児科医、産婦人科医、病院栄養士を

講師に招き、3日間にわたる研修を行った。 
 

2）指標の達成状況 

指標4-1 病院紹介例のうち重症生存例を成功例とし、1回/2ヵ月定期的に病院、保健
施設合同の症例検討会を実施する。 

 
2008年11月に第1回合同症例検討会が実施され、終了時評価時点で合計3回開催されてい

る。保健医療従事者側に病院に対する信頼感が醸成されつつあるなどの効果がみられ、活

動は短期間であったが、成果が達成されている。 

 

指標4-2 病院紹介例のうち死亡例全例の要因分析のために1回/2ヵ月定期的に病院、
保健施設合同の症例検討会を実施する。 

 

上記の合同症例検討会と併せて開催されており、終了時評価時点で合計3回開催されて
いる。保健医療従事者側に病院に対する信頼感が醸成されつつあるなどの効果がみられ、

活動は短期間であったが、成果が達成されている。 

  

（5）成果5：妊娠時母体及びその出生児の体重チェックを通じて低出生体重児の予防（栄養改
善）と低出生体重児のフォローアップが強化される。 

3）活動の実施状況 
a）母体要因による子宮内胎児発育不全の予防 
妊婦体重及びその乳児体重を母子記録簿に転記し、双方の体重変化をレトロスペクテ

ィブに分析する調査を行い、2009年にカホラ保健所で3,000例を調査した。うち生後1ヵ
月の体重が8ポンド（約3,600g）以下の乳児の記録300例を選び、母親の妊娠時の体重を
調査した。また、子宮内発育不全の防止のため、母親教育の機会を通じて妊婦栄養教育

を推進した。 

b）2,500g未満の低出生体重児のフォローアップ強化 
母子記録簿を活用した妊産婦及び出生後乳児の体重のモニタリング強化については、

2008年より国の政策の一環としてMSPAS作成の記録用紙が県保健事務所、各保健医療施
設に配布されている。今後、プロジェクトで作成した母子記録簿の活用にあたっては

MSPASとの調整が必要とされる。 
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4）指標の達成状況 

指標5-1 基礎調査用母子記録簿記載例300例の調査解析。 

 
2009年に解析調査が行われており、指標が達成されている。 

 

指標5-2 死亡症例母親妊娠時体重調査80例の調査分析指標。 

 
2009年に、2006～2008年までの例で記録が存在する356例のうち、低体重児の疑いのあ

る80例に関して解析調査が行われており、指標が達成されている。図3-5、3-6のとおり、
指標5-1の調査結果と合わせ、死亡例、生存例、正常の3グループに分け、比較検討を行っ
た。調査結果については図3-5、3-6参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－５ 出生時体重（kg）の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６ 母親妊娠時の週間体重増加（kg/週） 

 



－19－ 

 
指標5-3 発見された低体重児（2,500g以下）の50％がフォローアップを受ける。 

 

発見された低体重児のフォローアップについては、終了時評価時点で活動を開始したと

ころであり、指標の達成は今後の課題である。 

 

３－３ 実施プロセス 

（1）技術移転の方法 
実施期間の前半においては、6市のCS、PS等の第1次、第2次レベルでの活動に日本人専門家

が積極的にかかわり、保健医療従事者の意識改革を促す方法がとられ、担当地域での乳幼児

死亡を減らそうとする行動変容がみられた。 

実施期間の後半は、専門家が第1次、第2次レベルの保健医療従事者等と一定の距離をおく
とともに、前半に不足していた西部高原地域病院（HRO）、県レベルとの連携強化に重点を置
いた。その結果、6市の保健医療施設での活動に自立発展性を促す効果をもたらすとともに、
プロジェクト前半で達成された保健医療従事者の行動変容と基礎知識の習得ののち、重症児

レファレンスのための病院との関係強化を必要としていた医療現場のニーズにも合致し、成

果をあげた。 

 

（2）プロジェクト運営 
プロジェクトのモニタリングに関しては県保健事務所の人材不足、組織能力の不足により、

県保健事務所による6市の保健医療施設での活動のモニタリングが十分でなかった。改善に向
けては人材の配置、モニタリング方法の抜本的見直しを通じて、MSPASも巻き込んだ検討と
対策が必要であると考えられる。 

PDMに関してはプロジェクト開始時点で作成されたPDM（ゼロバージョン）が2度改訂され
た。2007年10月の中間評価時点で、上位目標、プロジェクト目標が変更され、モニタリング
強化に関する成果3が追加された。2009年2月には日本人専門家とC/Pによる問題分析の結果に
基づき、プロジェクト目標達成に必要な活動が新たに追加された。2009年2月の2度目の見直
しがプロジェクト実施期間の終盤にずれ込んだため、追加された成果4、5の活動期間が短く、
中長期的な活動期間が必要な活動の達成状況が限定的にとどまった。 

  

（3）意思決定プロセス 
プロジェクト事務所が県保健事務所内に置かれており、双方のコミュニケーションと意思

決定はスムーズであった。PDMの改訂、活動の変更等重要な意思決定事項が生じた場合、主
に日本人専門家、県保健事務所のどちらか一方が問題提起をし、双方の議論を経たうえで決

定される方法がとられた。しかし、県保健事務所に担当者レベルのC/Pが配置されず、プロジ
ェクトの活動実施にかかわる決定に関し、県保健事務所が十分対応できなかったことが指摘

される。 

プロジェクト開始当初はMSPASが主催する合同評価委員会（JCC）が定期的に開催されたが、
2008年1月の新政権においては必要に応じて開催された。 
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（4）受益者の事業へのかかわり方（ターゲットグループや関係組織の参加度と認識度） 
プロジェクト開始当初より、薬草ボランティア、保健ボランティアの活動が設定されてお

り、関連の活動が展開された。薬草ボランティアはカブリカン市シャカナPSの管轄地域をパ
イロット地域としてグループが組織され、現在14名の女性ボランティアが活発に活動してい
る。薬草の知識・実践にとどまらず、子どもの健康全般に関する知識向上にも意欲があり、

地域の母親にポジティブな影響を与えている。 

保健ボランティアの組織については、各市、施設で様々な手法がとられたが、他のNGOに
よって組織されたボランティアと比較すると経済的なインセンティブがなかったため、活動

の頻度、組織状況は限定的なものにとどまっており、プロジェクトへの参加度、認識度、地

域の母親への影響についても限定的であった。 

上記の経緯を踏まえ、2008年以降は保健ボランティアを通じた活動のみならず、母親ピア
リーダーの養成を通じて母親に直接アプローチする方法が採用された。短期専門家による養

成講座を受講した母親にはピアの概念に一定の理解もみられるが、活動を継続している母親

の数が少なく、今後養成講座後のフォローアップ強化等改善が求められる。 

 

（5）グアテマラ側のオーナーシップ 
県保健事務所をはじめとするC/Pは活動の意義を理解し、専門家とのコミュニケーションも

積極的にとる等、活動に意欲はあったが、県保健事務所の人材不足で業務が多忙であったた

め、十分な対応ができないこともあった。予算面、人材面でのオーナーシップが十分に確保

されておらず、MSPASとの調整で予算増額の手当てを行う等、改善の余地があったと考えら
れる。 
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第４章 ５項目評価結果 
 

４－１ 妥当性 

 2008年1月に発足した現政権では、保健医療政策は国の優先課題として位置づけられ、その取り
組みが強化された。2004～2008年の国家保健計画でも、保健セクターの優先課題として妊産婦死
亡比（MMR）、乳幼児死亡率の減少があげられている。ターゲット別では若年人口の割合が多いこ
とから、子ども、若者に対する政策が優先課題となっている。よって本プロジェクトの目標、内

容、ターゲットは終了時評価時点でもグアテマラの国家政策、保健政策との整合性が高いといえ

る。 

 

４－２ 有効性 

（1）プロジェクト目標の達成度 
「３－２－２ プロジェクト目標の達成状況」で確認したとおり、指標である「乳児死亡

数（6市の生後28日以上1歳未満児の総数）がプロジェクト終了時までに25％減少する」を大
幅に上回る達成率となっている。しかし、プロジェクト対象でない地域でも、乳児死亡率（IMR）
に関して同程度の改善率が達成されている。よって、プロジェクト対象地域でのIMR改善が、
100％プロジェクトの成果によるものであるとの断定は困難である。また、プロジェクトの5
つの成果のうち、プロジェクト開始時より活動が実施されている成果1、2の達成度が比較的
高く、よってプロジェクト目標達成に貢献した可能性も高いといえる。成果3は解決すべき課
題が多く達成状況は低い。成果4、5についてはプロジェクト終盤になって活動が開始された
ため、プロジェクト目標の達成への貢献は限定的であった。 

 

（2）成果の達成状況 
様々な研修を通じてトレーニングされた医療従事者の数は相当数にのぼる。また、研修機

会が極めて限られている准看護師、技師も研修対象としたことで、保健センター（CS）、保健
ポスト（PS）の日常業務の質の向上に著しい成果があがった。 
これらの研修プログラムの結果、乳幼児死亡を減らそうとする現場の保健医療従事者の意

識の変化があり、乳幼児健診の実施と成長のモニタリング、「5つの基本ケア」等の教材を用
いた母親教育等、初歩的な技術、知識は著しく向上した。しかしながら、医学的な診断・治

療にかかわる技術については十分に獲得されたとは言い難い。2009年4月より研修センターを
設立して小児科医、産婦人科医による医療従事者の再教育、継続教育が行われており、その

成果が待たれるところである。 

 

（3）外部条件 
2008年1月に政権が交代し、保健医療政策に対する取り組みが強化され、ケツァルテナンゴ

県でもCSの機能が強化される等、正の影響があった。 
2009年4月に新型インフルエンザがグアテマラでも発生し、県保健事務所がその対応に忙殺

され、5月から約2ヵ月間乳幼児関連の活動ができない時期があり、プロジェクトの活動進捗
が遅れるという影響があった。 
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４－３ 効率性 

 専門家の投入は派遣人数、専門性、派遣期間の点でいずれも適切に配置され、技術的・専門的

観点からも効率性が確保されていた。 

 供与機材については、各保健センターに供与された臨床検査機材は、活用されているものの、

乳幼児のためにはほとんど利用されていない。西部高原地域病院（HRO）に供与された医療機材
については、供与されたものから順次活用されている。 

 作成された教材に関しては、「5つの基本ケア」「8つの薬草」教材が保健医療従事者、ボランテ
ィアに広く使用され、効率性が高かったと考えられる。研修センター向けに作成された教材につ

いては、プロジェクト対象地域の現場での活用は進みつつある。グアテマラ国内の他地域への普

及もめざしており、グアテマラ厚生省（MSPAS）のすべての関係部署・プログラムと調整中であ
る。 

 

４－４ インパクト 

（1）上位目標の達成状況 
プロジェクト目標、上位目標とも指標の目標値を大幅に上回る達成率となっており、プロ

ジェクト以外の要因が影響している可能性は高いものの、達成状況は比較的高いといえる。 

 

（2）波及効果 
1）正のインパクト 
・ 「5つの基本ケア」をテーマとした青年海外協力隊（JOCV）による広域研修が開催され、

中南米各国で活動中のJOCVとそのカウンターパート（C/P）にプロジェクトの活動が紹
介され、その後各国での技術移転が行われている。 

・ 対象6市のCS/PSでは、プロジェクト開始以前はサービスの質の悪さ、患者に対する対応
の悪さ等から地域の母親からの信頼がなく、これらの施設を利用しない傾向が強かった。

プロジェクトの活動により、保健医療従事者に行動変容が起こり、地域住民の保健医療

施設に対する信頼が醸成された。 

・ 2009年5～6月にかけてグアテマラでの新型インフルエンザ発生時、現地のニーズに急遽
対応するため、日本人専門家の協力によりインフルエンザに関する地域住民向けビデオ

教材が作成され、保健医療施設に配布され、広く使用された。 

・ 外務省の草の根人間の安全保障無償資金で乳幼児身長計、体重計等の乳児健診用の機材

がケツァルテナンゴ県保健事務所に投入される予定である。 

2）負のインパクト 
 確認された負のインパクトはない。 

      

４－５ 自立発展性 

（1）組織・運営面 
C/Pは、移転された技術、知識を生かしてプロジェクトによる活動を継続する意思はあるが、

プロジェクト活動を運営できるマネージャーレベルの担当者の県保健事務所への配置が、

MSPASがコミットすべき事項となっている。 



－23－ 

（2）財政面 
県保健事務所は予算不足の状況にあるが、プロジェクト実施中のローカルコストの負担は

適切に行われた。プロジェクト終了後にどの程度の予算が確保されるか、現時点では見通し

が立っていない。 

 

（3）技術面 
現時点では、移転された知識・技術は6市の保健医療施設で定着し、特に初歩的なものにつ

いてはおおむね適切に使用されている。しかしながら、既にいくつかの保健医療施設ではプ

ロジェクトによる研修を受けて知識・技術を習得したスタッフが退職し、適正な技術移転が

確保されない事例がみられる。研修を受けた保健医療スタッフに活動で得た技術を新しいス

タッフに伝えていく努力が求められる。 

保健ボランティア、薬草ボランティアについてはボランティア自身に活動継続の意欲がみ

られることから、県保健事務所、医療施設による支援があれば自立発展性が期待できる。 

 

（4）社会・文化・環境面 
プロジェクト対象地域は農村地域であり、先住民族人口の割合も多いことから家族関係に

関する伝統的な価値観が根強く残っている。夫の理解不足と家事の負荷のため、女性が家庭

の外でボランティア活動を始める際に家族の理解を得られず、困難に直面する例も報告され

た。今後地方で同様の活動を展開する際には家族に対する啓発活動も並行して行われると、

活動がよりスムーズに開始できると考えられる。 
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第５章 結     論 
 

上位目標、プロジェクト目標、成果の各指標の達成状況から、プロジェクト対象地の乳幼児の

健康状態改善にプロジェクトが与えた影響は大きかったと判断できる。このような成果は、本プ

ロジェクトにおいてとられた特徴的な技術移転の方法によるものと考えられる。具体的には、プ

ロジェクト前半において、対象6市の1次・2次医療施設〔保健ポスト（CS）、保健センター（PS）〕
の活動に日本人専門家が積極的にかかわって、住民に最も近いところで活動する保健医療従事者

の意識改革を促す手法がとられ、プロジェクト後半では、レファラルシステムの強化等を通じて、

1次・2次医療施設と3次医療施設である病院との関係改善を促進する等、保健医療ネットワーク強
化の課題に取り組む手法がとられた点である。ケツァルテナンゴ県における乳幼児医療サービス

は着実に向上してきており、乳幼児の健康状態は改善状況にある。 

しかしながら、既述のような成果の達成状況がある一方で、グアテマラ側のオーナーシップ、

プロジェクトの自立発展性についてはいまだ解決すべき課題が多い。その原因として、プロジェ

クト活動の中心である県保健事務所のモニタリング・運営能力強化が十分でなかったこと、組織・

財政面でグアテマラ厚生省（MSPAS）本省レベルとの調整が不十分であったことなどが考えられ
る。 
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第６章 提言・教訓 
 

○プロジェクト実施によって、家族が危険兆候を発見して子どもを保健医療施設に適時に連れて

いく能力と、医療の3つのレベルでのレファラルシステムが強化された。 
○グアテマラ厚生省（MSPAS）は保健センター（CS）を24時間サービスの診療センター（Centro de 

Atención Permanente：CAPS）に改善し、出産設備を含む母子センターの設置を進めており、新
規医療従事者が大幅に増加する。プロジェクトでは、3次病院に視聴覚機材を整備した研修室を
設置し、病院と県保健事務所との合同の研修実施チームを編成した。新任研修と継続教育を実

施することで、病院と県保健事務所の連携強化と、プロジェクトの自立発展性に寄与すること

となった。 

○メキシコの子宮頸ガン検診プロジェクトで作成した教材の形式を採用し、母親教育のビンゴゲ

ーム教材を作成し、楽しみながら学べるものとした。 

○母親クラブ活動で既存の女性の集会を活用し、効率性を高め自立発展性を確保した。 

○小児死亡症例検討会に、重症で回復した成功症例も検討することで意欲を高めた。また、病院

と県保健事務所が共催することにより、情報の共有と専門医の参加を得た。病院と県保健事務

所の連携強化になった。 

○症例検討会の死因分析で低出生体重児の死亡リスクが高く、妊婦の栄養ケアの必要性が判明し

た。このように、プロジェクトでは科学的根拠に基づいて活動を選択し集中することとした。 

○プエブラ・パナマ・プラン以来、メキシコと中米の連帯強化の動きがあり、プロジェクトで実

施したメキシコでの第三国研修とメキシコからの専門家派遣は、保健分野でのこの動きに貢献

した。 

○プロジェクトでは、メキシコのほかに、ホンジュラス及びパラグアイでも第三国研修を実施し、

効率性を高めた。 

○プロジェクトは残り期間について、引き続きカウンターパート（C/P）のオーナーシップを醸成
するアプローチで活動されたい。 
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第７章 団長所感 
2009年8月4日 

 

■こどもの健康プロジェクト 

 グアテマラの「こどもの健康プロジェクト」終了時評価調査団は、フィールドでの医療従事者

及び住民へのインタビュー調査、保健所・保健ポスト（PS）の視察、西部高原地域病院（HRO）
での面談・視察をし、更に、ケツァルテナンゴ県保健事務所において、事務所長はじめカウンタ

ーパート（C/P）、保健所長らとプロジェクト実施委員会を開催し、合同評価報告書の草案を作成
した。8月4日にグアテマラ厚生省（MSPAS）で開催された合同評価委員会（JCC）で、合同評価報
告書の合意に至り、技術担当次官とミニッツ（M/M）の署名を行った。 
 プロジェクト前半では保健所、PSレベルの看護職のエンパワーメント、母親を対象とする子ど
もの疾病予防教育、5歳未満児検診の受診数の増加で成果があがった。中間評価調査では県保健事
務所の管理能力強化の必要性が提言され、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に成
果3として追加され、成果1の住民参加活動、成果2の医療保健サービス強化とともに、JICAプロジ
ェクトの基本であるキャパシティ・ディベロップメントの体制が整えられた。プロジェクト後半

では、2008年の新政権の保健政策により即した活動や、乳児の継続ケア及び科学的根拠に基づい
た医療保健の介入といった国際保健の動向に即した活動に集中するため、PDMに成果4及び5が追
加された。具体的には、県保健事務所、病院、医療従事者による死亡症例検討会により、家庭、

保健所・PS、病院の各レベルでの改善点の提案がなされた。また、妊婦の栄養不足から低体重で
出生した乳児が、生後6ヵ月の離乳期以降に、適切な離乳食がないため低栄養となり、乳児死亡の
リスクが高まることが判明した。 

 本プロジェクトは、西部高原地域農村生活改善プログラムのなかにあり、地域の調査及び調整

に重点が置かれたため、必ずしもMSPASの保健政策に合致したものとして案件形成がなされず、
PDMの改訂を続けた。MSPASから地域を拡大したフェーズⅡの要請が提出されているが、その後
のプロジェクトの発展の経過、保健省の安全な母性イニシアティブに基づく母子総合ケアセンタ

ー（Centro de Atención Integral Materno Infantil：CAIMI）設置政策、広域看護基礎・継続教育プロ
ジェクトの成果を検討し、それらを取り入れた案件形成が望ましいと思料する。 

 本調査中にも、MSPASから母子保健分野での次期プロジェクトの検討をJICAと開始したいとの
希望が表明された。本プロジェクトは所期の成果を達成し、9月末に成功裡に終了するが、後継プ
ロジェクトとして、ケツァルテナンゴ県の6市からスケールアップするとともに、保健医療のMDGs
である乳児死亡と妊産婦死亡の改善の両方をカバーする周産期継続ケアに焦点をあてることは検

討に値しよう。 
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１．カウンターパートリスト 

２．投入実績 

３．活動実績 

４．成果品リスト 

５．PDM（Version 2） 
６．面談者リスト 

７．調査日程表 

８．調査団メンバーリスト 
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